
■平成 31 年度 耐震関係予算要求のポイント 

 

 

○住宅の耐震改修補助制度の拡充 

 

（１）木造住宅への補助制度拡充 

・熊本地震を教訓に木造無料耐震診断の対象を平成 12年 5月以前の住宅に拡大 

       ＜熊本地震での木造住宅の建築時期別の被害状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

（２）分譲マンションへの補助制度拡充 

・東日本大震災を教訓に超高層建築物等に該当する分譲マンションの長周期スクリーニング及び

詳細診断補助制度を創設 

 超高層建築物等とは：高さが６０メートル超の建築物、地上４階建て以上の免震構造の建築物 

補 助 率：２/３ 

補助限度額：１００万円 

 

 

 

 

(～S56.5) (S56.6~H12.5) (H12.6~) 


